
就業規則 
 

特定非営利活動法人ウィズワーク・ラボの就業規則を、以下のとおり定める。 

 

第1章 総則 
 

第1条（目的及び適用範囲） 

1.​ この規則で「従業員」とは、正規従業員として労働契約を締結した者をいう。この就業規
則（以下「規則」という）は、特定非営利活動法人ウィズワーク・ラボ（以下「法人」という）

の従業員の労働条件、服務規律その他の就業に関する事項を定めるものである。 
2.​ この規則に定めのない事項については、労働基準法その他の法令の定めるところによ
る。 

3.​ 退職金に関する規定は、アルバイトやパートタイマー、契約社員には適用しない。 
4.​ この規則は、次条に定める手続きにより採用された従業員に適用する。ただし、パートタ
イム従業員または臨時従業員の場合は、その部分についてこの規則を適用しない。 

第2章 人事 
 

第2条（採用） 

1.​ 法人は、就職希望者のうちから選考して、従業員を採用する。 
2.​ 従業員に採用された者は、次の書類を採用日から2週間以内に提出しなければならな
い。ただし法人はこれらの書類の一部について省略することがある。 

1.​ 履歴書 
2.​ 住民票記載事項の証明書 
3.​ 健康診断書 
4.​ その他法人が指定するもの 

3.​ 提出書類の記載事項に変更を生じたときは、速やかに書面でこれを届け出なければなら
ない。 

第3条（試用期間） 

1.​ 新たに採用した者については、採用の日から3か月間を試用期間とする。ただし、法人が
適当と認めるときは、この期間を短縮し、または設けないことがある。 

2.​ 試用期間中に従業員として不適格と認められた者は、解雇することがある。この場合に
おいて、採用後14日を経過した者については第23条に定める解雇の手続きをとるものと
する。 

3.​ 試用期間は、勤続年数に通算する。 

第4条（人事異動） 



1.​ 法人は、業務上必要がある場合は、従業員の就業する場所、従事する業務の変更また
は出向を命ずることがある。この場合において、従業員は正当な理由なくしてこの命令を

拒むことはできない。 

第5条（契約期間と更新） 

1.​ 労働契約の締結に当たって期間の定めをする場合には、1年の範囲内で、契約時に本人
の希望を考慮の上各人別に決定し、個人ごとに定めた契約書で示す。 

2.​ 前項の場合において、当該労働契約の期間の満了後における当該契約に係る更新の有
無を個人ごとに定めた契約書に示す。 

3.​ 当該契約について更新する場合又はしない場合の判断の基準は、以下の事項とする。 
1.​ 契約期間満了時の業務量により判断する。 
2.​ 当該従業員の勤務成績、態度により判断する。 
3.​ 当該従業員の能力により判断する。 
4.​ 法人の経営状況により判断する。 
5.​ 従事している業務の進捗状況により判断する。 

第3章 服務規律 
 

第6条（服務） 

1.​ 従業員は、次の事項を守らなければならない。 
1.​ 勤務中は職務に専念し、みだりに勤務の場所を離れないこと 
2.​ 上司の命令または指示に従い、報告を徹底すること 
3.​ 法人の許可なく職務以外の目的で法人の施設、備品、物品等を使用しないこと 
4.​ 常に品位を保ち、法人の名誉または信用を傷つける行為をしないこと 
5.​ 職務に関連して自己の利益を図り、または他より不当に金品を借用し、もしくは贈
与を受けるなど不正な行為を行わないこと 

6.​ 法人、取引先等の機密を漏らさないこと 
7.​ 顧客の個人情報を漏らすなど、個人情報保護法に違反する行為をしないこと 
8.​ 許可なく他の法人等の業務に従事しないこと 
9.​ 性的な言動によって他の従業員に不利益を与えたり、就業環境を害したりするな
ど、職場の風紀、秩序を乱さないこと 

10.​その他酒気をおびて就業するなど従業員としてふさわしくない行為をしないこと 
11.​他人に不快な思いをさせ、会社の秩序、風紀を乱す行為をしないこと他人の人権
を侵害したり、業務を妨害したり、退職を強要する行為をしないこと暴行、脅迫、

傷害、賭博又はこれに類する行為及び恥辱等の行為をしないこと 

第4章 勤務 
 

第7条（遅刻、早退、欠勤） 

1.​ 従業員が、遅刻、早退もしくは欠勤をし、または勤務時間中に私用で事業場から外出す
るときは、事前に申し出て許可を受けなければならない。ただし、やむをえない理由で事

前に申し出ることができなかった場合は、事後速やかに届け出なければならない。 
2.​ 欠勤、遅刻、早退、私用外出により労働しなかった時間については、賃金を支払わないも



のとするが、あらかじめ従業員から申出があり、法人が認めた場合は、その時間を年次

有給休暇に振り替えることができる。 
3.​ 傷病のため欠勤が引き続き4日以上に及ぶときは、医師の診断書を提出しなければなら
ない。 

第8条（労働時間及び休憩時間） 

1.​ 所定労働時間は、1週間については40時間以内、1日については7時間30分とし、午前9
時30分から午後6時の範囲で決定し、個人ごとに定めた契約書による。とする。 

2.​ 休憩時間は、労働時間が6時間を超え8時間以下の場合は少なくとも45分、8時間を超え
る場合は少なくとも1時間の休憩をとらなければならない。6時間以下の場合は30分の休
憩をとることができる。 

3.​ 始業・終業の時刻及び休憩時間は、次のとおりとする。ただし、業務の都合その他やむを
得ない事情により、これらを繰り上げ、または繰り下げることがある。 

項目 時刻 

始業時刻 午前9時30分 

終業時刻 午後6時 

休憩時間 正午から午後1時 

 

第9条（休日） 

1.​ 休日は、次のとおりとする。法人の指定する日（年末年始等）を休日とする。また1週間に
ついて1日以上を法定休日とし、個人ごとに定めた契約書による。 

○​ 日曜日 
○​ 土曜日 
○​ 国民の祝日休日 
○​ その他法人の指定する日（年末年始等） 

2.​ 業務の都合により法人が必要と認める場合は、あらかじめ第1項の休日を他の日と振り
替えることがある。 

第10条（時間外労働） 

1.​ 業務の都合により所定時間外に労働を命じることがある。 

第11条（フレックスタイム制） 

1.​ フレックスタイム制を採用することがある。詳細については別途労使協定において定め
る。 

2.​ 始業、終業の時刻は従業員の自主的な決定に委ねる。 

第12条（在宅勤務制度） 

1.​ 法人は業務上その他の事由により、従業員に対して在宅勤務を命ずることがある。 



第5章 休暇 
 

第13条（年次有給休暇） 

 1．年次ごとに所定労働日の8割以上出勤した従業員に対しては、下表のとおり勤続年数    
に応じた日数の年次有給休暇を与える。ただし、その日数は20日を上限とする。 

第1項 通常労働者の付与日数 

勤続年数 6か月 1年6か
月 

2年6か
月 

3年6か
月 

4年6か
月 

5年6か
月 

6年6か
月以上 

付与日数 10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日 

2．前項の規定にかかわらず、週所定労働時間が30時間未満で、週所定労働日数が4日以下
または年間所定労働日数が216日以下の従業員に対しては、下表のとおり勤続年数に応じた
日数の年次有給休暇を与える。 

第2項 短時間労働者の付与日数 

週所定

労働日

数 

週所定労働

日数（目安） 
勤続 

6か月 
1年 

6か月 
2年 

6か月 
3年 

6か月 
4年 

6か月 
5年 

6か月 
6年6か月
以上 

4日 169〜216日 7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日 

3日 121〜168日 5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日 

2日 73〜120日 3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日 

1日 48〜72日 1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日 

3．従業員は、年次有給休暇を申請する場合、指定する最初の休暇の2日前までに、法人に
対して書面または所定の方法により届け出なければならない。ただし、法人は、指定された日

に年次有給休暇を与えることが事業の正常な運営を妨げる場合、他の時季にこれを与えるこ

とができる。 

4．第1項および第2項の出勤率の算定にあたっては、年次有給休暇を取得した期間、産前産
後の休業期間、育児・介護休業法に基づく育児休業期間、介護休業期間、子の看護休暇期

間および業務上の傷病による休業期間は、出勤したものとして取り扱う。 

5．当該年度に新たに付与した年次有給休暇の全部または一部を取得しなかった場合には、
その残日数は付与日から2年以内に限り繰り越して取得することができる。 

6．前項において、繰り越された年次有給休暇とその後付与された年次有給休暇のいずれも
取得できる場合には、繰り越された年次有給休暇から取得させる。 



7．私傷病等による欠勤があった場合、従業員が事前に申し出て法人が認めたときは、その
欠勤日を第1項または第2項の年次有給休暇に振り替えることができる。 

第14条（産前産後休業） 

1.​ 6週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産する予定の女性従業員から請求があった
ときは、休業させる。 

2.​ 出産した女性従業員は、8週間は休業させる。ただし、産後6週間を経過した女性従業員
から請求があったときは、医師が支障がないと認めた業務に就かせることができる。 

第15条（育児時間及び生理休暇） 

1.​ 1歳に満たない子を養育する女性労働者から請求があったときは、休憩時間のほか1日
について2回、1回について30分の育児時間を与える。 

2.​ 生理日の就業が著しく困難な女性労働者から請求があったときは、必要な期間休暇を与
える。 

3.​ 前1、2項により勤務していなかった時間は無給とする。 

第16条（育児・介護休業、子の看護休暇等） 

1.​ 育児・介護休業等の取扱いについては、「育児・介護休業等に関する規則」で定める。 
2.​ 生後1年（一定の事情がある場合は、1年6ヵ月）未満の子を養育する従業員が請求した
場合は、育児休業を与える。ただし、労使協定により育児休業の適用除外と定められた

者は育児休業を請求することはできない。 
3.​ 要介護状態の家族を介護する従業員が請求した場合は、対象家族1人につき、原則とし
て、通算93日間の範囲内で介護休業を与える。 

4.​ 育児休業及び介護休業により休んだときは、給与は支給しない。 
5.​ 育児休業および育児短時間勤務等、介護休業および介護に関する必要な事項は、「育
児・介護休業等に関する規程」に定める。 

6.​ 子の看護休暇等に関する必要な事項は、「育児・介護休業等に関する規程」に定める。 

第6章 給与 
 

第17条（給与） 

1.​ 従業員の給与は、「給与規程」で定める。賃金、賞与、退職金、退職年金、その他の給与
に分け、それぞれについて別に定める。 

第7章 休職 
 

第18条（休職） 

1.​ 法人は、従業員が次の各号の1つに該当するときは休職を命ずることがある。ただし、第
1号、第2号の場合、及び第4号の休職事由が業務外の傷病を原因とする場合には、その
傷病が休職期間中の療養で治癒する蓋然性の高いものに限る。 

1.​ 業務外の傷病により欠勤し、欠勤日より2ヵ月経過しても、その傷病が治癒しない



とき。 
2.​ 業務外の傷病により通常の労務提供ができず、その回復に一定の期間を要する
とき。 

3.​ 業務命令により他社に出向したとき。 
4.​ その他前各号に準ずる事由があり、会社が休職させる必要があると認めたとき。
なお、業務外の傷病を原因とする場合でも、第1号の欠勤を前提としない。 

2.​ 従業員は、傷病による休職期間中は療養に専念しなければならない。 

第19条（復職） 

1.​ 休職期間中に休職の事由が消滅したとき、または休職期間が満了したときは復職させ
る。ただし、業務上の都合により社命休職させることがある。 

第8章 定年、退職、解雇 
 

第20条（定年） 

1.​ 従業員の定年は満65歳とし、定年に達した月の末日をもって退職とする。 

第21条（退職） 

1.​ 前条に定めるもののほか、従業員が、次の各号のいずれかに該当するときは、退職とす
る。 

1.​ 自己の都合により退職を申し出て会社の承認があったとき 
2.​ 死亡したとき 
3.​ 休職期間満了後復職しなかったとき 
4.​ 期間を定めて雇用されている場合で、その期間が満了したとき 

第22条（退職手続） 

1.​ 休職期間中に休職の事由が消滅したとき、または休職期間が満了したときは復職させ
る。ただし、業務上の都合により社命休職させることがある。 

2.​ 従業員が自己の都合により退職しようとするときは、少なくとも30日前までに退職届を会
社に提出しなければならない。 

3.​ 退職届を提出した者は、退職に至るまでは、従来どおり業務に服さなければならない。 
4.​ 退職届を提出した者は、退職までの間に必要な業務の引継ぎを完了しなければならな
い。 

第23条（解雇） 

1.​ 従業員が次の各号のいずれかに該当するときは、解雇することがある。 
1.​ 身体、又は精神の障害等により業務に耐えられないと認められたとき 
2.​ 能力不足、又は勤務成績が不良で就業に適さないと認められたとき 
3.​ 勤務態度が不良で注意しても改善しないとき 
4.​ 協調性を欠き、他の従業員の業務遂行に悪影響を及ぼすとき 
5.​ 事業の縮小、その他やむを得ない業務の都合によるとき 
6.​ 業務遂行に誠意がなく、知識、技能、能率が劣り、将来の見込みがないとき 
7.​ 試用期間中あるいは期間終了時に従業員としての適格性が認められなかったと



き 
8.​ その他会社の従業員として適格性がないと認められるとき 
9.​ 前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき 
10.​第6条（服務規律）により風紀を乱したとき 

2.​ 前項の規定により従業員を解雇する場合は、少なくとも30日前に予告をするかまたは平
均賃金の30日分以上の解雇予告手当を支払う。ただし、労働基準監督署長の認定を受
けて懲戒解雇をする場合及び次の各号のいずれかに該当する従業員を解雇する場合

は、この限りでない。 
1.​ 日々雇い入れられる従業員 (1か月を超えて引き続き雇用された者を除く) 
2.​ 2か月以内の期間を定めて使用する従業員(その期間を超えて引き続き雇用され
た者を除く) 

3.​ 試用期間中の従業員 (14日を超えて引き続き雇用された者を除く) 
3.​ 前項の予告日数は平均賃金を支払った日数だけ短縮することがある。 

第9章 表彰および懲戒 
​
 第24条（表彰） 

　法人は、職務上の功績が顕著であり、他の模範となる職員を表彰することができる。 

 第25条（懲戒） 

　法人は、職員が次の各号のいずれかに該当するときは、懲戒処分を行うことができる。    

    1.  職務上の義務に違反し、又は職員としての信用を失う行為をしたとき。​
    2.  勤務態度が著しく不良で、他の職員に悪影響を及ぼすと認められるとき。 

 第26条（懲戒の種類） 

　懲戒の種類は、次のとおりとする。​
    1. けん責​
    2. 減給​
    3. 出勤停止​
    4. 懲戒解雇 

 第27条（懲戒の手続）​
　懲戒を行う場合は、あらかじめ本人に弁明の機会を与えなければならない。 

第10章 災害補償・安全衛生 
 

第28条（災害補償） 

1.​ 従業員が業務上、負傷しまたは疾病にかかったときは、労働基準法の規定に従って以下
の補償をする。 

1.​ 療養補償 必要な療養の費用 
2.​ 障害補償 障害の程度で決定額 



3.​ 休業補償 平均賃金の60% 
4.​ 遺族補償 平均賃金の1000日分 
5.​ 葬祭料 平均賃金の60日分 

2.​ 補償を受けるべき者が同一の事由について労働者災害補償保険法によって前項の災害
補償に相当する保険給付を受けるべき場合においては、その給付の限度において前項

の規定を適用しない。 
3.​ 従業員が業務外の傷病にかかった場合は、健康保険法により扶助を受けるものとする。 

第29条（安全衛生） 

1.​ 従業員は安全衛生に関する規定を守り、常に職場の整理整頓に努め、消防具、救急品
の備付場所ならびにその使用方法を知得しておかなければならない。 

第30条（火災の措置） 

1.​ 火災その他の災害を発見し、またはその危険を予知したときは、直ちにこれを係員また
は適当な者に報告してその指揮に従って行動しなければならない。 

第31条（健康診断） 

1.​ 常時雇用される従業員に対しては、毎年1回定期的に法人の指定する健康診断を受診し
なければならない。 

2.​ 深夜業を含む業務等に従事する者及び法令で定める有害業務に従事する者には、別途
法令に基づく回数及び特別の項目による健康診断を付加する。これ以外の場合であって

も法人が必要と判断した場合はこれに準じて扱うことがある。 
3.​ 法人は、第1項及び第2項の健康診断の結果で、異常の所見があり、必要と認めるとき
は、就業を一定期間禁止し、又は配置転換を行い、その他健康保健上必要な措置を命

ずることがある。 

付則 
 

第32条（実施期日） 

この規則は、令和8年4月1日から実施する。 
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